
令 和 年 度

仙台市水道事業会計予算

再生紙を使用しています。



第28号議案

（総  則）

（業務の予定量）

栓

ｍ
３

ｍ
３

イ 千円

ロ 千円

（収益的収入及び支出）

千円

千円

千円

千円

 　 千円

千円

千円

千円

千円

■ 第 ３ 項

■ 第 ４ 項

特 別 損 失

収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。■■

営 業 収 益

第 ３ 条 ■

■ 第 ３ 項

水 道 事 業 収 益第１款 ■

収                  　　　入

営 業 外 収 益

■ 第 １ 項

■ 第 ２ 項

特 別 利 益

営 業 外 費 用

第１款 ■

支                  　　　出

令和2年度仙台市水道事業会計予算

使 用 給 水 栓 数

年 間 総 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量

業務の予定量は，次のとおりとする。■■

第 １ 条 ■

第 ２ 条 ■

令和 年度仙台市水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。

主 要 な 建 設 改 良 事 業

配 水 管 整 備 事 業

施 設 整 備 事 業

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用■ 第 １ 項

■ 第 ２ 項

予 備 費
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（資本的収入及び支出）

 　 千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

（債務負担行為）

    限　度　額

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

第 ４ 条 ■ 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める 資本的収入額が資本的支出額に対し

企 業 債

第１款 ■

■ 第 ３ 項

及び損益勘定留保資金等 千円で補てんするものとする。）。■■■■■■■■■■■

不足する額 千円は，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 千円

固 定 資 産 売 却 代 金

国 庫 補 助 金

水 道 事 業 資 本 的 収 入

出 資 金

■ 第 １ 項

■ 第 ２ 項

第 ５ 条 ■ 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定める。■■■■

               期　　　　　　　間事   　　    項

水 道 事 業 資 本 的 支 出

そ の 他 資 本 的 収 入

収                  　　　入

開 発 負 担 金

負 担 金■ 第 ６ 項

■ 第 ７ 項

■ 第 ５ 項

支                  　　　出

■ 第 ４ 項

■ 第 ２ 項

給水装置工事資金利子補給 

給水装置工事資金損失補償 

施設機械警備業務

水管橋補修

配水管整備事業

施設整備事業

受託等工事

耐震診断業務

水道料金収納等関連業務 令和2年度から令和7年度まで

令和3年度から令和5年度まで

令和2年度から令和6年度まで

令和3年度から令和7年度まで

令和3年度から令和4年度まで

令和3年度

第１款 ■

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費■ 第 １ 項

令和2年度から令和3年度まで

令和2年度から令和3年度まで

令和3年度
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（企　業　債）

千円

る。

（一時借入金）

 (予定支出の各項の経費の金額の流用)

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

千円

千円

（他会計からの補助金）

児童手当負担金 千円

水源開発に係る企業債利息に対する補助金 千円

旧簡易水道事業に係る企業債利息に対する補助金 千円

水道料金減免による減収に対する補助金 千円

災害復旧事業に対する補助金 千円

起債の方法

還 す る 。 た だ し ，

だし，利率見直

円 に つ き の見直しを行っ

配水管整備事業

起 債 の 目 的 利　率

について，利率

の場合の発行

償還の方法

％ 以 内 （ た

期 間 を 含 め 年 以

起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。■■■第 ６ 条 ■

限　度　額

第 ９ 条 ■

交 際 費

第 条■ 一般会計からこの 会計へ補助を受ける金額は，次のとおりである。

第 ７ 条 ■

第 ８ 条 ■ 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

額 に ， 若 し く は こ れ ら 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用し ，又 はこ れら 以外 の 経 費を これ らの 経費 の 金

一 時 借 入 金 の 限 度 額 は ， 千 円 と 定 め る 。

と が で き る 。 ■ ■

第 １ 款 水 道 事 業 費 用 の う ち ， 第 １ 項 営 業 費用 ，第 ２項 営業 外費 用， 第３ 項特 別損 失に 係る

の 都 合 に よ り ， 償

職 員 給 与 費

し方式で借り入

れ る 公 的 資 金

起 債 年 度 か ら 据 置

証券発行によ

還 年 限 を 短 縮 し ，

価格 は， 額面

る 。 証 券 発 行

普通貸借又は

他 の 方 法 に よ り 償

次に 掲 げる 経費 に つ いて は， これ らの 経費 の 金 額を ，こ れら の 経 費の うち 他の 経費 の 金

額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。

内 に 元 利 均 等 そ の

た 後 に お い て

又 は 借 り 換 え る こ

は，当該見直し

融 通 条 件 又 は 財 政

後の利率）■■

円以上とす

予算額に過不足を生じた場合における項間の流用。■
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（たな卸資産購入限度額）

令和 年2月7日提出

仙 台 市 長 郡　　　和　　子

第 条■ たな卸資産の購入限度額は， 千円と定める。■■■■
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予　算　に　関　す　る　説　明　書

令 和 年 度

令 和 年 度

令 和 元 年 度

令 和 元 年 度

令 和 年 度

令 和 年 度

注 記 事 項 （ 令 和 年 度 ）

仙 台 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

仙 台 市 水 道 事 業 予 定
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

仙 台 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

仙 台 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

仙 台 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

仙 台 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

給 与 費 明 細 書

注 記 事 項 （ 令 和 元 年 度 ）
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　考

水道事業収益

営 業 収 益

給 水 収 益 水道料金及び分水料金

受 託 工 事 給水工事，修繕工事等の受託工事
収 益 による収入

そ の 他 下水道使用料徴収受託，消火栓維
営 業 収 益 持管理等に要する経費の負担金，

諸手数料等

営業外収益

受 取 利 息 預金利息

不 動 産 土地，水路工作物等の賃貸料
賃 貸 料

水道加入金 給水装置の新設又は増径工事申込
者からの加入金

他 会 計 一般会計からの補助金
補 助 金

国庫補助金 東日本大震災に係る水道施設等の
災害復旧費

長期前受金 固定資産の取得・改良に伴い交付
戻 入 された補助金等の収益化額

雑 収 益 不用品売却収益及びその他雑収益

特 別 利 益

固 定 資 産 固定資産の売却価額が当該固定
売 却 益 資産の帳簿価額を超える額

過 年 度 過年度分水道料金等の増加額
損益修正益

収　　　　　　　　入

収 益 的 収 入 及 び 支 出

令和2年度仙台市水道事業会計予算実施計画
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　考

水道事業費用

営 業 費 用

原 水 費 水源のかん養並びに原水の取水に
かかわる設備の維持及び作業に
要する費用

浄 水 費 原水をろ過滅菌する設備の維持
及び作業に要する費用

受 水 費 宮城県仙南・仙塩広域水道用水
供給事業等からの受水費

配 水 費 配水池，配水管その他浄水の配水
にかかわる設備の維持及び作業に
要する費用

給 水 費 給水装置に附属するメーターそ
の他設備の維持及び作業に要す
る費用

受託工事費 給水工事，修繕工事等の受託工事に
要する費用

業 務 費 計量，料金の調定及び徴収その他
業務に要する費用並びに下水道
使用料の徴収受託に要する費用

総 係 費 事業活動の全般に関連する費用

減価償却費 固定資産の減価償却費

資産減耗費 固定資産の除却損及び撤去費

営業外費用

支 払 利 息 企業債の利息

消費税及び
地方消費税

雑 支 出

支　　　　　　　　出
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款 項 目 予定額（千円） 備　　　　　　　　　　考

特 別 損 失

過 年 度
損益修正損

過年度分水道料金等の減少額

予 備 費

予 備 費
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款 項 目 予定額（千円）

水 道 事 業
資 本 的 収 入

企 業 債

企 業 債 配水管整備事業 千円

固 定 資 産
売 却 代 金

固 定 資 産 土地売却代金
売 却 代 金

出 資 金

出 資 金
に対する一般会計からの出資金

国庫補助金

国庫補助金

開発負担金

開発負担金

負 担 金

負 担 金

そ の 他
資本的収入

そ の 他
資本的収入

配水管布設等に伴う工事負担金及び

生活基盤施設耐震化等交付金等

開発行為負担金等

消火栓新設費負担金等

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

備　　　　　　　　　　考

旧簡易水道事業企業債元金償還金等

建築物及び宅地にかかわる開発負担金
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款 項 目 予定額（千円）

水 道 事 業
資本的支出

建設改良費

配水管整備 配水管等の整備に要する費用
事 業 費

施 設 整 備
事 業 費 装置等の購入に要する費用

受 託 等
工 事 費

企 業 債
償 還 金

企 業 債 企業債の元金償還金
償 還 金

支　　　　　　　　出

備　　　　　　　　　　考

費用

施設の整備又は改良並びに機械及び

他工事に伴う配水管等の移設に要する
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令和2年度仙台市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

（単位   千円）

業務活動によるキャッシュ・フロー

○当年度純利益（△は純損失）

○減価償却費

○固定資産除却費

○固定資産売却損益（△は益） △

○退職給付引当金の増減額

○賞与引当金の増減額

○法定福利費引当金の増減額

○長期前受金戻入額 △

○受取利息及び受取配当金 △

○支払利息

○未収金の増減額（△は増加）

○たな卸資産の増減額（△は増加）

○未払金の増減額

○未払費用の増減額 △

○小計

○利息及び配当金の受取額

○利息の支払額 △

○業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

○有形固定資産の取得による支出 △

○有形固定資産の売却による収入

○無形固定資産の取得による支出 △

○国庫補助金等による収入

○投資活動によるキャッシュ・フロー △

財務活動によるキャッシュ・フロー

○一時借入れによる収入

○一時借入金の返済による支出 △

○建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

○建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △

○他会計からの出資による収入

○リース債務返済による支出 △

○財務活動によるキャッシュ・フロー △

資金増減額 △

資金期首残高

資金期末残高
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給　 与 　費　 明 　細　 書

１　総　　　　　括

一般職 報　　酬 給　　料 手　　当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

△  6,349

　※（　）内は，再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　当

超過勤務
手　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

△

期末手当・
勤勉手当

退職手当

（千円） （千円）

比　較

区　分

前年度

比　較

区　分

本年度

前年度

職　　員　　数

特別職

（人）

△

合　　計

手当の
内　訳

法　定
福利費

特別調整額

（千円）

本年度

区　　　　分

手当の
内　訳

給　　　　与　　　　費

本年度

前年度

比　較

管  理  職  員
特別勤務手当

（千円）
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２　給料及び手当の増減額の明細

増　減　額
（千円） （千円）

給　　料 １　給料改定に 給与改定の状況

　伴う増加分 前年度

　　給料の改定率　0.08％

　　給与改定実施時期

　　　　　　　  平成31年4月1日

２　昇給に伴う 平均昇給率　1.28％

　増加分

３　制度改正に 会計年度任用職員制度 会計年度任用職員　　7人

　伴う増加分 導入に伴う増加分

４　その他の 職員構成の変動等に 職員数の異動状況

　増加分 伴う増加分 　現 　　に 　　　　　　　　　　　　　

　在職する　　（その他）　　（計）

 職 員 数 　                        

　　本年度　　　413人　　　0人　　　413人

　　前年度　　　413人　　　0人　　　413人

　　増　 減　　 　　0人　　　0人　　　　 0人

手　　当 １　制度改正に 期末勤勉手当 支給率の改定に伴う増

　伴う増加分 　　支給率の改定等に伴う 　　年間　4.45月分→4.5月分

　　増加分

8,406千円

会計年度任用職員制度

導入に伴う増加分

6,342千円

２　その他の 退職手当 　　本年度退職予定者数　　15人

　増加分 　退職給付引当金の 　　前年度退職予定者数　　20人

　増加分

166,537千円

その他の手当
31,337千円

　　昇給等に伴う増加分
15,143千円

　　職員構成の変動等に
　　伴う増加分等

16,194千円

区　分 増減事由別内訳 説　　　明 備　　　　　　　　　　　　　考
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３　給料及び手当の状況

　（１）　職員1人当たり給与

 平均給料月額　　 　  (円) 348,299  　　 337,385  　　 

令和2年1月1日現在  平均給与月額　   　　(円) 430,509  　　 437,415  　　 

 平  均  年  齢 　 (歳 .月) 47.6   　　 44.2   　　

 平均給料月額　　 　  (円) 353,876  　　 335,063  　　 

平成31年1月1日現在  平均給与月額　   　　(円) 433,684  　　 442,753  　　 

 平  均  年  齢 　 (歳 .月) 47.3   　　 43.8   　　

　（２）　初　　任　　給

（円） （円）

高 校 卒

大 学 卒

　（３）　級 別 職 員 数

級 職員数(人) 構成比（％） 級 職員数(人) 構成比（％）

級 級

級 級

級 級

級 級

級 級

級 級

級 級

級 級

級 級

級 級

級 級

級 級

級 級

級 級

級 級

計 計

※（　）内は，再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

区　　　　　　　　　　分

区　　　　分

事　　務　　職

技　　　術　　　職

技　　術　　職

区　　　　分
一般会計の制度

一般行政職　(円)

事　務　職 技　術　職

事　　　務　　　職

令和2年1月1日現在

級 級

計 計

平成31年1月1日現在

－　　－9



8　級 7　級 5　級 4　級 3　級 2　級 1　級

次長 係長 主任 主事

理事 課長 係長 主事
部長 主任 技師 技師

　（４）　昇 給

職　　　　　　 員 　　　　　　数　　     （Ａ） (人)

昇　給　に　係　る　職　員　数　     （Ｂ） (人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

職　　　　　　 員 　　　　　　数　　     （Ａ） (人)

昇　給　に　係　る　職　員　数　     （Ｂ） (人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

　（５）　特 殊 勤 務 手 当

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称   交替制勤務手当 ・交渉等外勤業務手当

前

年

度

号 給 数 別 内 訳

6　号　給

7　号　給

8　号　給

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

支 給 対 象 職 員 人 当 た り
(円) 4,364  　　 3,000  　　 4,373  　　

平 均 支 給 月 額

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％） 37.5  　　 1.1  　　 47.8  　　

(令和2年1月1日現在)

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
（％） 0.5  　　 0.0  　　 0.6  　　

(令和2年1月1日現在)

5　号　給

区　　　　　　　　　　　　　分 全  職  種 事  務  職 技  術  職

6　号　給

7　号　給

8　号　給

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （ ％ ）

1　号　給

2　号　給

3　号　給

4　号　給

合　　　計 事　務　職 技　術　職

本

年

度

号 給 数 別 内 訳

1　号　給

2　号　給

3　号　給

4　号　給

5　号　給

級 別 の 基 準 と な る 職 務

区　　　分 6　級

企　業　職 課長

区　　　　　　　　　　　　分
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　（６）　期末手当・勤勉手当

６月 １２月

（月分） （月分） （月分）

※（　）内は，再任用職員の支給率

　（７）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（月分） （月分） （月分） （月分）

　（８）　その他の手当

本　年　度

前　年　度

一般会計の制度

有

有

有

備考

支  給  期  別  支  給  率
職制上の段階，職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

２　５　年
勤続の者

３　５　年
勤続の者

最高限度
２　０　年
勤続の者

そ の 他 の
加 算 措 置 等

同　　　　　　　じ

支給率計

通 勤 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

同　　　　　　　じ

同　　　　　　　じ

同　　　　　　　じ

扶 養 手 当

区     分

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置
（ ２ ～ ２ ０ ％ 加 算 ）

区 分

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置
（ ２ ～ ２ ０ ％ 加 算 ）

一般会計の制度との異同

区     分

一般会計の制度
（支給率等）

支　給　率　等
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期 間 金 額 期 間 金 額
千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和元年度分
令和 年度から
令和 年度まで

令和 年度分
令和 年度から
令和 年度まで

令和元年度分
令和 年度から
令和 年度まで

令和 年度分
令和 年度から
令和 年度まで

平成28年度から
令和元年度まで

令和 年度から
令和 年度まで

平成 年度分 令和元年度
令和 年度から
令和 年度まで

令和 年度分
令和 年度から
令和 年度まで

令和元年度分
令和 年度から
令和 年度まで

令和 年度分
令和 年度から
令和 年度まで

令和 年度から
令和 年度まで

令和 年度から
令和 年度まで

令和 年度から
令和 年度まで

令 和 年 度

令和 年度から
令和 年度まで

令和 年度から
令和 年度まで

令和 年度から
令和 年度まで

令 和 年 度

配 水 管 整 備 事 業

受 託 等 工 事

情 報 ネ ッ ト ワ ー ク
シ ス テ ム 運 用 事 業

ボ ト ル ド ウ ォ ー タ ー
保 管 ・ 配 送

耐 震 診 断 業 務

施 設 整 備 事 業

給水装置
工事資金
利子補給

施設機械
警備業務

財 務 会 計 シ ス テ ム
再 構 築 ・ 運 用 事 業

水 管 橋
補 修

水 道 料 金 収 納 等
関 連 業 務

事 務 機 器 賃 借 等

給水装置
工事資金
損失補償

債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払 左 の 財 源 内 訳
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 義 務 発 生 予 定 額

企 業 債
工 事
負 担 金

そ の 他
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令和元年度仙台市水道事業予定損益計算書
（平成 年4月1日から令和2年3月31日まで）

（単位   千円）

△

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

予 備 費

雑 支 出

その他未処分利益剰余金変動額

過 年 度 損 益 修 正 益

予 備 費

過 年 度 損 益 修 正 損

固 定 資 産 売 却 益

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

業 務 費

他 会 計 補 助 金

原 水 費

浄 水 費

受 水 費

給 水 費

減 価 償 却 費

配 水 費

不 動 産 賃 貸 料

水 道 加 入 金

受 取 利 息

受 託 工 事 費

資 産 減 耗 費

総 係 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

支 払 利 息

営 業 外 費 用
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令和元年度仙台市水道事業予定貸借対照表

（令和2年3月31日）

   （単位   千円）

資      産     の     部

イ

ロ

△

ハ

△151,014,259

ニ

△

ホ

△

ヘ

△

ト

△

チ

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

イ

ロ

△

△

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 金

ダ ム 使 用 権

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

建 設 仮 勘 定

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

水 利 権

地 上 権

減 価 償 却 累 計 額

器 具 備 品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額
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負     債     の     部

イ

イ

イ

イ

ロ

イ

△

ロ

△

ハ

△

ニ

△

ホ

△

収 益 化 累 計 額

そ の 他 資 本 的 収 入

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

収 益 化 累 計 額

開 発 負 担 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債
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資     本     の     部

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

イ

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

工 事 負 担 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

開 発 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　先入先出法による原価法

2．固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・建物 15～38年

・構築物 10～60年

・機械及び装置 8～20年

・車両運搬具 5～6年

・器具備品 3～15年

（2） 無形固定資産

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・水利権 20年

・地上権 5年

・ダム使用権 55年

・施設利用権 42年

（3） リース資産

3．引当金の計上方法

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

計上している。

4．消費税等の会計処理

破産更正債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，

注 記 事 項 （ 令 和 元 年 度 ）

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法による。

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当する

金額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に

基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における

支出見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお，控除対象外消費税等

については，当年度の費用として処理している。
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Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

1．企業債の償還に係る他会計の負担

Ⅲ　セグメント情報に関する注記

　単一セグメントであるため，記載を省略している。

Ⅳ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

1．リース取引の処理方法

2．賃貸借処理を行っているファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　1年内 千円

　1年超 千円

　　計 千円

Ⅴ　その他の注記

1．引当金の取崩し

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

令和元年度において，退職手当として 千円を支給するため，退職給付引当金

481,402千円を使用する。

令和元年度において，期末手当・勤勉手当として 千円を支給するため，

賞与引当金 222,288千円を使用する。

令和元年度において，期末手当・勤勉手当に係る法定福利費として 千円を

支出するため，法定福利費引当金 44,149千円を使用する。

令和元年度において，不納欠損による損失として 千円が発生する見込みのため，

貸倒引当金 10,365千円を使用する。

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して 年以内に償還

予定のものも含む。）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，1,806,896千円である。

リース料総額が 万円以上かつリース期間が 年超のファイナンス・リース取引に

リース料総額が 万円未満又はリース期間が 年以内のファイナンス・リース取引に

ついては，通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

ついては，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
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令和2年度仙台市水道事業予定損益計算書
（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

（単位   千円）

△

予 備 費

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

予 備 費

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

過 年 度 損 益 修 正 損

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

雑 支 出

経 常 利 益

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

国 庫 補 助 金

配 水 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

不 動 産 賃 貸 料

水 道 加 入 金

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 費

浄 水 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

業 務 費

総 係 費

給 水 費

受 託 工 事 費

受 水 費
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令和2年度仙台市水道事業予定貸借対照表

（令和3年3月31日）

   （単位   千円）

資      産     の     部

イ

ロ

△

ハ

△156,623,520

ニ

△

ホ

△

ヘ

△

ト

△

チ

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

イ

ロ

△

△

固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

前 払 費 用

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

水 利 権

地 上 権

減 価 償 却 累 計 額

器 具 備 品

ダ ム 使 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

施 設 利 用 権

未 収 金

貯 蔵 品

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

出 資 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

そ の 他 投 資

貸 倒 引 当 金
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負     債     の     部

イ

イ

イ

イ

ロ

イ

△

ロ

△

ハ

△

ニ

△

ホ

△

収 益 化 累 計 額

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金 合 計

収 益 化 累 計 額

開 発 負 担 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 資 本 的 収 入

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

流 動 負 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債

企 業 債 合 計

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

繰 延 収 益

預 り 金

流 動 負 債 合 計

引 当 金

未 払 金

未 払 費 用

リ ー ス 債 務

リ ー ス 債 務

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債
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資     本     の     部

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

イ

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

開 発 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金
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Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　先入先出法による原価法

2．固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・建物 15～38年

・構築物 10～60年

・機械及び装置 8～20年

・車両運搬具 5～6年

・器具備品 3～15年

（2） 無形固定資産

・減価償却の方法

・定額法

・主な耐用年数

・水利権 20年

・地上権 5年

・ダム使用権 55年

・施設利用権 42年

（3） リース資産

3．引当金の計上方法

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

計上している。

4．消費税等の会計処理

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度の退職手当の期末要支給額に相当する

注 記 事 項 （ 令 和 年 度 ）

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

・リース期間を耐用年数とし，残存価額を零とする定額法による。

金額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に

基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における

支出見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお，控除対象外消費税等

については，当年度の費用として処理している。

破産更正債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を
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Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

1．重要な非資金取引

Ⅲ　予定貸借対照表等に関する注記

1．企業債の償還に係る他会計の負担

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　単一セグメントであるため，記載を省略している。

Ⅴ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

1．リース取引の処理方法

2．賃貸借処理を行っているファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　1年内 千円

　1年超 千円

　　計 千円

Ⅵ　その他の注記

1．引当金の取崩し

（1） 退職給付引当金

（2） 賞与引当金

（3） 法定福利費引当金

（4） 貸倒引当金

ついては，通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

ついては，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

支出するため，法定福利費引当金 45,960千円を使用する。

令和 年度において，不納欠損による損失として 千円が発生する見込みのため，

貸倒引当金 9,277千円を使用する。

令和 年度において，退職手当として 千円を支給するため，退職給付引当金

324,763千円を使用する。

令和 年度において，期末手当・勤勉手当として 千円を支給するため，

賞与引当金 247,675千円を使用する。

令和 年度において，期末手当・勤勉手当に係る法定福利費として 千円を

リース料総額が 万円以上かつリース期間が 年超のファイナンス・リース取引に

リース料総額が 万円未満又はリース期間が 年以内のファイナンス・リース取引に

予定のものも含む。）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，1,563,225千円である。

当年度，新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は，それぞれ

21,840千円である。

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して 年以内に償還
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令 和 年 度

仙台市水道事業会計予算

再生紙を使用しています。


